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有形固定資産減価償却率については，類似団体内平均値を上回っている。既存施設の老朽化が進んでいることから，老朽化施設に対し改修・修繕を行うのか，除却・集約化・複合化を行うのか，公共施設等総合
管理計画に基づき，必要であれば個別施設計画を策定し，対応していかなければならない。
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　将来負担比率については，平成30年度以降大規模なハード事業が続くため市債残高が増となり，比率は大きく上昇し，その後も80％を超えて推移する見込みです。将来負担の大幅な増を招かないように借入金
の一括償還や事業の見直し等を図っていく必要があります。
　実質公債費比率については，前年度に対して0.2ポイント上昇しました。さらに，平成29年度以降，比率は上昇傾向となり，当市の目標値である6.5％を超えて推移する見込みです。近年給食センター建設事業や
防災減災事業等の大規模ハードが続いた影響が大きく，今後は比率が上昇しないよう債務の縮減等の健全化の取組を引続き継続していく必要があります。
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（12）市町村公会計指標分析／財政指標組合せ分析表 岡山県笠岡市平成29年度
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当 該 団 体 値
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※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※ 平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体毎の決算に基づく健全化判断比率等を算出していない団体については、債務償還可能年数、実質公債費率、将来負担比率のグラフを表記しない。

有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率 [ 65.3％ ]

類似団体内順位
9/67

全国平均
59.3

岡山県平均
64.1

有形固定資産減価償却率の分析欄

当市では，平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画におい

て，公共施設等の延べ床面積を40年後までに25.8％削減するという目

標を掲げ，老朽化した施設の除却や，集約化・複合化の検討を進めて

いるところである。しかし，有形固定資産減価償却率については，

65.3％となっており，岡山県内平均・全国平均をともに上回る数値と

なっている。また，類似団体の平均値で比較してみても，上位の数値で

あることから，老朽化施設への対策が急務である。
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（参考）債務償還可能年数

債務償還可能年数 [ 8.1年 ]
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6.5

岡山県平均
6.5

債務償還可能年数の分析欄

平成29年度に給食センターの建設を行ったことにより市債残高が増

となり，将来負担額も大きく上昇した。

類似団体と比較しても比率は高い水準にあるため，今後も事業見直

しによる債務の縮減や繰上償還を行うことで将来負担の大幅な増を招

かないよう努める必要がある。
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